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脱炭素化社会への取り組み

 1 はじめに
　中部電力グループは、2050年の脱炭素社会の実現に
向け「ゼロエミチャレンジ2050」（第1図）を定め、
社会やお客さまとともに、エネルギーインフラの革新を
通じて「脱炭素」と「安全・安定・効率性」の同時達成
を目指している。具体的には「2030年までに、お客さ
まへ販売する電気由来のCO2排出量を2013年度比で
50%以上削減」、「2050年までに、事業全体のCO2排出
量ネット・ゼロに挑戦」し、脱炭素社会の実現に貢献し
ていく。また、ゼロエミチャレンジ2050に向けたロー
ドマップ（第2図）について、「お客さまとともに進め
る取り組み」、「送配電」、「発電」のそれぞれの分野にお
いて、あらゆる手段を総動員して進める。さらには、そ
れらと並行して、2050年の脱炭素社会の実現に向け、
系統用蓄電池の導入拡大や、水素技術の活用など、イノ
ベーションによる革新的技術を最大限活用していく。
　本稿では、脱炭素社会の実現に資する技術開発として
バイオマス、水素、アンモニアに関する取り組み概要に
ついて紹介する。
ゼロエミチャレンジ2050トップページ参照
https://www.chuden.co.jp/csr/environment/zeroemissions/

第1図　ゼロエミチャレンジ2050

第2図　ゼロエミチャレンジ2050に向けたロードマップ

 2 ソルガムを用いたバイオマスカスケード利用
（1）背景目的
　ソルガムは、食糧競合がなく、高栄養、高収率（二期
作）栽培が可能な作物であり、カスケード利用として有
価物生産した後、未利用部位などのバイオマス燃料利用
が期待できる。さらに休耕地の解消など農業振興や産業
創出による持続可能な地域循環型社会の構築にも寄与で
きる。これまでに当社ではソルガム育成や有価物の製造
可能性評価を実施するとともに燃料利用評価を実施した。

（2）ソルガムの長期栽培評価
　カスケード利用の多様性を考慮し、多量の搾汁液が得
られ収穫性の高いソルガム品種を採用し、共同研究先で
ある三重大学の付属農場（津市）農地10アールでの栽
培実証を、2019年4月～ 2020年11月の間で、2期作
を2シーズン実施した。第3図に栽培実証状況を示す。
三重県津市内陸部地域でも当初の収穫量予測どおり、年
間4kg- dry/m2が可能であることを確認した。

（3）ソルガムのカスケード利用実証
　有価物生産の可能性評価として、ソルガム搾汁液から
のバイオプラスチックなどの生産、バガス（搾汁残渣）
からはセルロースナノファイバーの生産が可能であるこ
とを確認した。品種によっては実の部分を食用にも回せ
るため、ニーズに合わせた有価物生産の選択ができる。
　次に、バイオマス燃料としてソルガム未利用部位やバ
ガスからのペレット加工を行い、発熱量は4,000kcal/
kg前後であるなど燃料性状を確認した。今後はメタン発
酵ガス化や液体燃料化についても検討を進めていく。
　以上のようなソルガムのカスケード利用による資源循
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第3図　ソルガム栽培実証状況

第4図　ソルガムによる資源循環概念
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環モデルについて、栽培から有価物生産、バイオマス燃
料利用までのバリューチェーンを網羅した概念図として
第4図のとおり整理した。

 3 既設火力発電所での水素混焼の検討
（1）背景目的
　火力発電所においてCO2排出量を低減させる方策とし
て、水素の火力発電燃料への適用に着目し、NEDO委託
事業（水素社会構築開発事業／2018年度～2019年度）
にて、大容量水素キャリアの受入～供給システムの基本
設計ならびに既設火力発電所での水素混焼技術の検討や
実機適用に向けた評価を実施した。

（2）GTCC発電所での水素供給システムの検討
　ここでは、伊勢湾エリアでの具体的な水素受入拠点
を想定し、水素を主に海外より大量に受入れ（キャリ
アは液化水素および有機ケミカルハイドライド法の2パ
ターンで検討）、既存天然ガス導管を通して天然ガス・
水素混合ガスとして既設ガスタービンコンバインド火力

（GTCC）発電所へ供給することを検討した。
　複数のGTCC発電所（合計5,400MW）での水素混
焼を想定して各発電所での混焼率を評価し、水素の受
入・供給の規模として、水素供給量は5.5t/h、年間で
約41,000tと設定した。それに合わせ、荷役設備や貯蔵
タンク、気化器などの水素供給設備の仕様や機器配置と
いった基本設計を実施した。2パターンそれぞれの概略
フローを第5図に示す。液化水素タンクは大規模真空断
熱タンクの実績がないためPC平底円筒形式を採用し40
日分の貯蔵容量とした。有機ケミカルハイドライド法に
おけるメチルシクロヘキサンおよびトルエンのタンクは
従来の石油タンクと同様のインナーフロート型とし、約
12日分の貯蔵容量とするとともに3基運用を想定した。
　ここで検討する水素混焼に伴うCO2排出量の削減効果
は、約300千t-CO2/年となる。

第5図　水素キャリア受入～供給の概略フロー
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（3）水素混焼評価
　既存の特定GTCC発電所を対象に水素混焼率を詳細評
価した結果、限界水素混焼率は9.3vol%と分かった。こ
のときの発電性能への影響はほとんどないことも確認した。
　またこのGTCC発電所での新規追加設備ならびに既存
の燃料配管系統や電気設備、計測機器見直しの基本設計
を実施するとともに、水素混焼時の通常起動停止や負荷

変動、緊急停止における発電設備運用方針を検討した。
　水素混焼の実機適用に向けては、長期運用の信頼性や
緊急時の制御システムなど実機確認や詳細設計すべき事
項はあるものの、限界水素混焼率の範囲であれば、現状
でも水素混焼適用が可能であると評価した。

 4 既設火力発電所でのアンモニア混焼の検討
（1）背景目的
　アンモニアは、水素キャリアであるとともに、直接燃や
すことができ燃焼時にCO2を発生させないエネルギーキャ
リアとして注目されている。また製造・輸送・貯蔵まで一
連のインフラ技術が確立していることも大きな特長である。
　当社は内閣府戦略的イノベーション創造プログラ
ム（SIP）「エネルギーキャリア」に参画（2016年度～
2018年度）し、既設火力発電所でのアンモニア混焼の
適用可能性について研究を進めてきた。ここでは、特に
石炭火力発電所（微粉炭ボイラ／ 1,000 MW）でのア
ンモニア混焼を想定した検討結果について紹介する。

（2）石炭火力発電所でのアンモニア供給基本設計
　混焼率は熱量基準で20cal%を条件とした。このときの
アンモニアの消費量である約80t/h（約60万t/年）に合
わせてアンモニアの受入・貯蔵・気化・供給までの規模、
システム設計、設備要件および機器配置や配管ルートに対
して基本設計を実施した。第6図に概略フローを示す。
　アンモニアは液化アンモニア船にて既存バースで受け
入れ、貯蔵タンクは33,000t（約2週間分相当）の金属
2重殻方式を採用した。
　ここで検討するアンモニア混焼に伴うCO2排出量の削
減効果は、約1,260千t-CO2/年となる。

第6図　アンモニア受入～燃焼利用の概念フロー
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（3）アンモニア混焼方法の検討
　アンモニア混焼に際して懸念されるNOx生成量の抑
制と、同時に既設設備の改造を最小限にすることを目指
したアンモニア混焼方法を検討した。SIPにおける成果
から、アンモニア専用バーナを既設微粉炭バーナに追設
し、微粉炭火炎の還元域にアンモニアを直接噴霧するこ
とで、それらの実現が可能となると評価した。具体的に
は48本ある既設微粉炭バーナ全ての中心部（3次空気
供給箇所）にアンモニアバーナを挿入する形とした。
　また、CO2削減だけでなく燃焼排ガス中の灰分や硫黄
分の減少などアンモニア混焼の有効性も評価できた。


